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1. はじめに
ICT技術、特にインターネットを含むネットワーク
は近年の情報社会の中核である。2017年時点でのイン
ターネットの利用人口は約 36億人と見積もられ、これ
は世界人口の約 48%に相当する [1][2]。ネットワークの
普及に伴い、それに接続される ICT機器による消費電
力の増大が指摘されている。サーバファームや移動体
通信システムにおいては、4、5年ごとに消費電力が倍
増する傾向が見られ [3][4]、2007年の時点で世界全体の
電力消費の 1%以上がサーバファームにより消費されて
いる [5]。この問題は日本も例外ではなく、データセン
タ、ネットワークによる消費電力は 2025年に約 1,500
億 kwh/年に達すると予想されており、これは 2010年
比で約 2倍である [6]。
消費電力の増加は高度に情報化された昨今の社会に
おいて、様々な問題を引き起こす可能性がある。ここ
では日本における環境負荷、災害への備え、IoTの普
及の三点から問題提起を行う。
まず環境負荷であるが、日本における発電手段の中
で、依存度が最も高い LNG（液化天然ガス）火力発電
[7]を用いて、データセンタ、ネットワークの消費する電
力をすべて賄うと仮定する。LNG火力発電が排出する
二酸化炭素は 599g/kwhであるから [8]、2025年には約
8,985万 t/年の二酸化炭素がデータセンタ、ネットワー
クの電力消費により排出されると予想される。2017年
度の日本における二酸化炭素総排出量である 14億 800
万 t/年 [9]と比較しても、これは約 6%強を占めるほど
の割合である。日本においては、二酸化炭素総排出量
は 2013年度以降、年々減少傾向にあり [10]、今後デー
タセンタ、ネットワークなど ICT機器の省電力化が図
られなければ、実際の 2025年には ICT機器由来の二
酸化炭素排出量の割合がさらに増えると考えられる。
続いて災害への備えの観点である。災害時には電力
供給が限定的になる、あるいは喪失する状況がしばし
ば起きうる。具体的には 2011年の東日本大震災後に発
生した計画停電 [11]や、2018年の北海道胆振東部地震
で発生したブラックアウト [12]などである。このよう
な場合には、残された発電・送電施設やデバイスに搭
載されたバッテリなどの電力資源を効率的に用いるこ
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とがネットワークを維持する上で不可欠となる。
最後に IoT(Internet of Things)の普及である。従来
のインターネットはサーバやネットワーク機器、パソコ
ンやスマートフォンなどの各種端末が接続されていた。
しかし近年、スマート家電などの普及に伴い、IoTの
考え方が急速に普及している [13]。IoTを構成する機器
にはセンサなどの単機能のデバイスも含まれる。そう
いったデバイスの中には小容量のバッテリで動作する
ものや、環境中から熱・電磁波・振動などのエネルギー
を収集して電力源とするエネルギーハーベスティング
を行うものも存在する [14]。このようなデバイスは効
率的に電力資源を利用しなければならないため、ネッ
トワークの省電力化が特に重要であると考えられる。
これらの課題を解決するためにも、ネットワークの
省電力化は喫緊の課題である。そのためには複数個の
パケットを集約して送信するバースト送信が有用であ
るが、遅延時間とのトレードオフの関係であることが
先行研究により知られている [15]。遅延時間の増加は
ネットワークを利用するサービスの品質を低下させる。
特に近年はネットワーク機器に搭載されるメモリの低
価格化、大容量化に伴い、Bufferbloat[16]と呼ばれる
バッファリング遅延の増加が問題視されている。遅延
時間は通信性能における重要な評価指標のひとつであ
る。したがって省電力化だけではなく、遅延時間の抑
制についても考慮する必要がある。
本稿では、パケットのバースト送信を用いてネット
ワーク機器のスリープ機能を効果的に利用する、遅延
時間を考慮した低消費電力ネットワーク制御の提案と
性能評価を目的とする。
本稿の構成は以下の通りである。2章で本研究で提
案する低消費電力ネットワーク制御の概要を示す。3章
では、シミュレーション実験によって提案方式の性能
評価を行う。最後に、4章で本稿をまとめる。

2. 提案方式：低消費電力ネットワーク制御
本章では、ネットワークの省電力化を実現するため
に回線のスリープ機能を効果的に利用する低消費電力
ネットワーク制御を提案する。

2.1 概要
提案方式のネットワーク内の各ノードはコンテンツ
と呼ばれる単位でパケットのバースト送信を行う。コン
テンツとは、提案方式のネットワークにおけるデータ転
送の単位であり、1個以上のパケットから構成される。
コンテンツサイズM [packets]は可変であり、M ≥ 1
の範囲で調整される。図 1にパケットごとに送信する
従来方式と提案方式の比較図を示す。斜線は回線にお
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図 1: 従来方式と提案方式の比較

けるスリープ状態からの立ち上がりを示す。スリープ
状態からの立ち上がりに係る電力は比較的大きい。こ
の立ち上がり回数が提案方式では削減されていること
がわかる。
提案方式のネットワークは、エッジノードとコアノー
ドから構成される。送信側エッジノードはパケットを
集約してコンテンツにする。受信側エッジノードはコ
ンテンツを分離してパケットに戻し、コンテンツに対
する確認応答を送信側エッジノードに送信する。コア
ノードはコンテンツに集約されたパケットの送受信を
行う。図 2に提案方式のネットワークの構成を示す。

図 2: 提案方式のネットワーク構成

提案方式のネットワークは、上記のようにエッジノー
ド、コアノードで役割分担をする。送信側エッジノード
はコンテンツサイズ分のパケットが到着するまで、先
に到着したパケットの送信を待ち、コンテンツサイズ
分のパケットがそろい次第、直ちにパケットをバース
ト送信する。コアノードはコンテンツを維持したバー
スト送信を行うため、コンテンツを構成するパケット
が全てそろうまで、先に到着したパケットの送信を待
ち、そろい次第、直ちにパケットをバースト送信する。
受信側エッジノードはコンテンツを構成する全てのパ
ケットを受信すると、コンテンツに対する確認応答を
送信側エッジノードに送信する。

2.2 エッジノードにおけるコンテンツサイズの調整ア
ルゴリズム

提案方式では、遅延時間に基づいてコンテンツサイ
ズを調整する。コンテンツサイズが大きいほどネット

Algorithm 1 コンテンツサイズの調整アルゴリズム
1: P ackets_Counter [packets] : これまでにいくつのパ
ケットを送信したかを記録するカウンタ

2: Controlled_delay [sec] :現在の controlled delay
3: M [packets] :現在のコンテンツサイズ
4: T arget_delay ← 0.02 [sec] : target delay
5: α← 1× 103 [packets] //コンテンツサイズをβ増加させ
るまでに送信するパケット数

6: β ← 1 [packet] //コンテンツサイズM の増加・減少幅
7: On sending each Contents :
8: if Controlled_delay > T arget_delay then ▷ (A)
9: M ←M − β

10: else
11: P ackets_Counter ← P ackets_Counter + M
12: if P ackets_Counter ≥ α then ▷ (B)
13: M ←M + β
14: P ackets_Counter ← 0
15: end if
16: end if

ワークの省電力効果が高くなる一方、遅延時間が増加
する [15]。不要に遅延時間が増加すればネットワークを
利用するサービスの品質は低下するため、遅延時間に
しきい値 (target delay)を設ける。( I )エッジノードで
のコンテンツのためのパケット待ち時間と (II)提案方
式のネットワーク全体におけるバッファリング遅延につ
いて、その合計を controlled delayと定義する。提案方
式の送信側エッジノードは、controlled delayが target
delayと等しくなることを目標とする、コンテンツサイ
ズM の調整アルゴリズムを持つ。ただし、M は自然
数とする。

controlled delayは観測値であり、以下の式にて導出
する。

controlled delay = δ + ω (1)

ここで、δ [sec]とは観測されるネットワーク全体にお
ける平均バッファリング遅延を示す。また、ω [sec]と
は送信側エッジノードにコンテンツサイズM のパケッ
トが揃うまでの時間であり、M を平均パケット到着率
で除した値となる。target delayは controlled delayの
目標値であり、定数として設定する。
ボトルネックリンクにおけるパケット到着率の変化
に対応できるよう、エッジノードは Algorithm1 のア
ルゴリズムに従いコンテンツサイズを調整する。con-
trolled delayが target delay以下であれば、α [packets]
分のコンテンツを送信するごとにM を β [packets]増
加する。controlled delay が target delay を超えたこ
とを検出すると、すぐにM を β 減少する。すなわち
M を AIAD(Additive-Increase/Additive-Decrease)で
調整するアルゴリズムである。本研究では α=1 × 103

[packets]、β=1 [packet]とする。
以下では、各変数の初期値確定後のAlgorithm1につ
いて説明する。

Algorithm1はコンテンツ送信時に呼び出され、コン
テンツサイズM を調整する。

(A) は、コンテンツサイズ M を減少させる基準
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を満たしているかを判断する。Controlled_delay が
Target_delayより大きければ、M を β 減少させる。

(B) は、コンテンツサイズ M を減少させない場合
に、M を増加させる基準を満たしているかを判断す
る。Packets_Counterが α [packets]以上ならば、M

を β 増加させる。

3. 性能評価
本章では、図 3のようなネットワークシナリオを想
定し、2章で説明した提案方式を簡易的に評価する。

図 3: シミュレータのネットワークシナリオ(注1)

3.1 シミュレータの簡易実装
図 3のネットワークシナリオにおいて、パケットの
到着はポアソン分布に従い、単位時間あたりの平均パ
ケット到着率を λ [packets/sec]とする。
送受信側エッジノードについて、4つのフェーズが
ある。
フェーズ 1は、送信側エッジノードがコンテンツを
構成するパケットの到着を待つ段階である。送信側エッ
ジノードにパケットが到着すると、パケットをバッファ
に格納する。バッファに格納されたパケット数がM を
超えると、フェーズ 2に移行する。
フェーズ 2は、コンテンツ送信前に、コンテンツサイ
ズM を調整する段階である。観測した平均バッファリ
ング遅延 δ と平均パケット待ち時間 ω から controlled
delayを計算し、それを用いて Algorithm1の処理を行
い、M を調整する。
フェーズ 3は、送信側エッジノードがバッファ内のパ
ケットをコンテンツとして受信側エッジノードにバー
スト送信する段階である。コンテンツの送信完了後、
フェーズ 4に移行する。
フェーズ 4は、受信側エッジノードがコンテンツを
構成する全てのパケットを受信し、送信側エッジノー
ドへ確認応答を送信する段階である。

3.2 シミュレーション実験の概要
シミュレーション実験により、図 3に示したネット
ワークシナリオにおいて、2章で提案したネットワー

(注1)提案方式のネットワークがマルチホップの場合、ネットワーク
のどこがボトルネックリンクになり、バッファリング遅延を発生させ
るかわからない。そのためバッファリング遅延の観測のため、確認応
答によるバッファリング遅延の通知などの機能が必要である。しか
し図 3 のシナリオでは、単一ホップであるため送信側エッジノード
でバッファリング遅延が発生するので、その平均値 δ と平均パケッ
ト待ち時間 ω を送信側エッジノードで観測することで、確認応答に
よるバッファリング遅延の通知機能を実装せずに controlled delay
を得られる。

ク制御の性能を評価する。シミュレーション実験に用
いた各パラメタの記号とその意味及び、具体的な数値
を表 1にまとめる [17]。
提案方式と従来方式のそれぞれについて、図 3のネッ
トワークシナリオにおいてシミュレーション実験を行
う。シミュレーション実験において、提案方式は 2章
で示したコンテンツサイズの調整アルゴリズムによっ
て動的にM を調整する。従来方式はコンテンツサイズ
を常にM = 1に固定して動作する。従来方式には、図
3におけるフェーズ 2はない。シミュレーション時間
は 100 [sec]で、エラーによるパケットロスは発生しな
い。target delayは 0.02 [sec]に定める。
その結果について、シミュレーション時間中に生じ
る瞬時の消費電力 P [W]の平均値として平均消費電力
E(P ) [W]を算出し、従来方式の E(P )に対する提案
方式の E(P )の比を Power_Ratioとして、評価指標
に用いる。E(P )は、シミュレーション実験におけるボ
トルネックリンクの合計消費電力量（単位は [J]）をシ
ミュレーション時間（単位は [sec]）で除して算出する。
E(P )は小さい方が良い。
さらにシミュレーション実験における各コンテンツ
の送受信ごとに発生した controlled delay R [sec]の平
均値として E(R) [sec]を評価指標とする。E(R)は小
さい方が良い。
また、各コンテンツのコンテンツサイズM [packets]
の平均値として平均コンテンツサイズ E(M) [packets]
を算出する。

3.3 シミュレーション実験の結果
実験結果について、図 4 に平均コンテンツサイズ

E(M)の変化、図 5に従来方式に対する提案方式の平均
消費電力E(P )の比Power_Ratio、図 6に平均の con-
trolled delay E(R)の変化のグラフをそれぞれ示す。
図 4 について、各リンク容量 C における、リン
ク利用率 ρ に対する平均コンテンツサイズ E(M)
のグラフを示している。E(M) は最大で 446.8
[packets](C=100 × 103 [packets/sec], ρ=0.6の場合)、
最小で 1.0 [packet](C=0.5 × 103 [packets/sec], ρ=0.1
の場合)であった。リンク利用率 ρが小さいうちは平均
コンテンツサイズ E(M)を小さく抑えられている。こ
れは、この状況でM をさらに大きくした場合、パケッ
トの到着間隔が長くなるためパケットがM 個到着する
までの待ち時間 ωが延び、E(R)が大きくなってしまう
ためである。ρが 0.4≤ ρ ≤0.6付近まで E(M)は増加
し続け、それを超えると E(M)の減少が見られる。こ
れはM が大きくなるとバッファリング遅延 δが延びる
ので、それを抑制するためである。またリンク容量 C

の増加による E(M)の増加が、ρの増加による E(M)
の減少より大きくなる傾向が見られた。
図 5 について、各リンク容量 C における、リンク
利用率 ρに対する Power_Ratioのグラフを示してい
る。Power_Ratioは最大で 1.00倍 (C=1×103 [pack-
ets/sec], ρ=0.99の場合)、最小で 0.18倍 (C=100×103

[packets/sec], ρ=0.1の場合)であった。実験に用いた
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表 1: シミュレーション実験に用いた各パラメタ [17]
記号 意味 数値

C ボトルネックリンク容量 0.5 × 103 ∼ 100 × 103 [packets/sec]
λ 平均パケット到着率 0.05 × 103 ∼ 99 × 103 [packets/sec]
ρ ボトルネックリンク利用率 (ρ = λ

C ) 0.1∼0.99
PR パケット送信に係る消費電力 80 [W]
PT スリープ状態からの立ち上がりに係る消費電力 80 [W]
δw スリープ状態からパケット送信状態へ移行するまでの時間 0.001 [sec]
δp ボトルネックリンクにおける片方向伝搬遅延 0.02 [sec]
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図 4: シミュレーション実験における平均コンテンツサイズ E(M)の変化
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図 5: シミュレーション実験における提案方式と従来方式の消費電力の比 Power_Ratioの変化
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図 6: シミュレーション実験における提案方式の平均の
controlled delay E(R)の変化

条件のうち、ほとんどの場合において提案方式により
消費電力が削減されていることがわかる。また、C が
増加するにつれて Power_Ratioが小さくなることが
わかる。これはリンク容量の増加に伴いM を大きく取
ることが可能になるため、それにより効果的なバース
ト送信とスリープが実現されるためであると考えられ
る。Power_Ratioは、ρが小さいほど小さくなり、ρ

が大きいほど大きくなる傾向が見られる。
図 6について、各リンク容量 C における、リンク利
用率 ρ に対する平均の controlled delay E(R) のグラ
フを示している。E(R)は最大で 0.117 [sec](C=0.5 ×
103 [packets/sec], ρ=0.99 の場合)、最小で 0.006
[sec](C=5×103 [packets/sec], ρ=0.8の場合)であった。
提案方式では、E(R)は target delayである 0.02[sec]を
基準として制御される。しかし、図 6では、特にリン
ク容量Cが 0.5 × 103 ≤ C ≤ 1 × 103 [packets/sec]、リ
ンク利用率 ρが ρ=0.99の範囲で E(R)が 0.02 [sec]を
超えている。これは、M を自然数とし、M = 1をコン
テンツサイズの下限としていることに起因する。
ここで、図 6のうち、平均の controlled delay E(R)
が target delay である 0.02 [sec] を下回っている部分
に着目する。図 7に図 6のグラフの縦軸の上限を 0.02
[sec]として拡大したグラフを示す。
図 7より、特にリンク容量Cが 1×103 ≤ C ≤ 100×

103 [packets/sec]、リンク利用率 ρが 0.7≤ ρ ≤0.9の範
囲で E(R)が減少する傾向を確認できる。この理由と
して、リンク容量 C、リンク利用率 ρがともに高い場
合に、コンテンツサイズM が収束していないことに起
因する。図 8に C=100 × 103 [packets/sec], ρ=0.1の
場合のコンテンツサイズM と controlled delay Rの時
間変化を、図 9に C=100 × 103 [packets/sec], ρ=0.9
の場合のコンテンツサイズM と controlled delay Rの
時間変化をそれぞれ示す。
図 8からは時間の経過に伴い、コンテンツサイズM

と controlled delay Rが収束する様子がわかる。一方
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図 7: シミュレーション実験における提案方式の平均の
controlled delay E(R)の変化 (図 6を拡大したグラフ)

で図 9からはM と Rが収束することなく、増減を繰
り返し振動している様子が伺える。これはバッファリ
ング遅延 δの変動が大きいことに起因する。つまりコ
ンテンツサイズM は controlled delayを用いて計算さ
れるが、controlled delayにはバッファリング遅延 δが
含まれる。リンク利用率 ρが大きいとき、δ は変動が
大きくなる。その結果、コンテンツサイズM の振動が
現れたと考えられる。

4. まとめ
本稿では、バッファリング遅延を考慮した低消費電
力ネットワーク制御を提案し、シミュレーション実験
により従来方式のネットワークとの性能評価を行った。
本研究の提案方式は、パケットを集約したコンテン
ツをバースト送信することによって、スリープ状態か
らの立ち上がりに係る電力を抑制する。バースト送信
による省電力化は遅延時間の増加とトレードオフの関
係にあるため、遅延時間がしきい値の範囲で収まるよ
うにコンテンツサイズを調整するアルゴリズムを提案
した。
簡易的なシミュレーション実験により、提案方式は
従来方式と比較し、リンク容量が大きいとき、消費電
力を大きく削減できることを示した。
今後の課題は、コンテンツサイズの調整アルゴリズ
ムの改良や、マルチホップのネットワークにおける性
能評価を実施することである。
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